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 手続における交渉の有無 無
 契約情報の公表 「独立行政法人の事務・
事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７日
閣議決定）に基づき、当研究所と一定の関係
を有する法人等と契約をする場合には、当研
究所との関係に係る情報を当研究所のホーム
ページで公表します。なお、本件への応札若
しくは応募又は契約の締結をもって、所要の
情報の当方への提供及び情報の公表に同意さ
れたものとみなします。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement :

Masaru Iwanaga, President Japan Interna‑

tional Research Center for Agricultural Sci‑

ences (JIRCAS)

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the service to be

procured : Information security manage‑

ment system, 1 set

 Delivery period : refer to the tender in‑

structions and specifications

 Delivery place : Japan International Re‑

search Center for Agricultural Sciences

(JIRCAS), 11 Ohwashi, Tsukuba City,
Ibaraki

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are :

 those who shall not fall under the pro‑

visions of Cabinet Order, Article 7 and

Article 8 concerning the contract regula‑

tions for JIRCAS

 those who are rated Grade A, B, C or D

in Services based on the qualification

for participating in tenders by JIRCAS or

the unified qualification for all ministries

and agencies for the fiscal years FY 2019,

FY 2020 and FY 2021.

 those who are not under suspension

from entering into transaction for con‑

tracts on manufacture／purchase of

goods and or contract for services

 those who have participated in the bid‑

ding briefing meeting scheduled on De‑

cember 11, 2020

 Date and place for bidding briefing : De‑

cember 11, 2020, 14 : 00, 1st Floor, Adminis‑

tration Division Work Room, JIRCASMain

building

 Deadline for required proposal and cer‑

tification : January 29, 2021, 17 : 00

 Deadline for a bid form by mail : Febru‑

ary 19, 2021, 17 : 00

 Date and place for tender procedures :

February 22, 2021, 13 : 30, 1st Floor, Admin‑

istration Division Work Room, JIRCAS

Main building,

 For inquiries contact : Mizuha Furukawa

Head, Procurement Subsection 2 Account‑

ing Section, Administration Division Japan

International Research Center for Agricul‑

tural Sciences 11 Ohwashi Tsukuba City,
Ibaraki, 3058686, Japan TEL 029838
6327

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、上記３に示す提出期
限までに申請書及び資料を提出し、経理責任
者から競争参加資格の確認を受けなければな
らない。また、郵送による入札にあたっては、

３ 入札手続等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先 〒3058642 茨城県つ
くば市観音台２１12（機構共用棟）農研
機構本部管理本部総務部つくば管理センター
調達チーム 工藤 電話0298388558
ファクシミリ0298386298 メールアドレ
スkeiyaku@naro.affrc.go.jp
 入札説明書の交付期間、場所及び方法 本
公告の日から令和２年12月１日（火）まで
上記３の場所にて交付又は郵送等（料金着
払い）による送付を行う。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。)及び応札仕様書等（以下「資料」と
いう。）の提出期限、場所及び方法 令和２年
12月４日（金）午後４時00分 上記３に持
参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）する
こと。
 入札説明会の日時及び場所 本件について
の入札説明会は開催しないが、入札説明書の
交付時に必要に応じ説明を行う。
 郵送による場合の入札書の受領期限、提出
場所及び方法 令和２年12月17日（木）午後
４時00分必着 上記３に郵送（書留又は簡
易書留）で提出すること。ただし、１回目の
入札が不落となった場合は２回目以降の入札
には参加できないものとする。
 入札（開札）の日時及び場所 令和２年12
月18日（金）午後３時00分 農研機構機構共
用棟（２階）小会議室No.206（茨城県つく
ば市観音台２１12）

２ 競争参加資格
 契約事務実施規則（以下「実施規則」とい
う。）第８条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の事由がある場合
に該当する。
 実施規則第９条の規定に該当しない者であ
ること。
 令和元年・２・３年度（平成31・32・33年
度）の国立研究開発法人農業・食品産業技術
総合研究機構（以下「農研機構」という。）の
競争参加資格における資格の種類「役務の提
供等」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」
の等級に格付けされている者であること（会
社更生法（平成14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがされている者及び民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づき
再生手続開始の申立てがされている者につい
ては、手続開始の決定後、別に定める手続き
に基づく競争参加資格の再申請を行うこ
と。）。なお、全省庁統一資格において、当該
資格を有する者は、同資格を有する者とみな
す。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
をされている者及び民事再生法に基づき再生
手続開始の申立てをされている者（上記２
の再審査を受けた者を除く。）でないこと。
 農研機構における物品の製造・販売及び役
務等契約に係る指名停止等に関する措置細則
又は農林水産本省物品の製造契約、物品の購
入契約及び役務等契約指名停止等措置要領に
基づく指名停止を受けている期間中でないこ
と。

 農研機構が提示する仕様等の情報提供依頼
に対して、必要な内容を書面により回答する
ことが出来る者であること。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和２年 10 月 28 日
国立研究開発法人
農業・食品産業技術総合研究機構
本部管理本部総務部長 羽野 猛

◎調達機関番号 818 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入件名及び数量 栽培管理支援システム
WAGRI API開発業務 １式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日から令和３年３月25
日まで
 履行場所 入札説明書による。

 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
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